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The global epidemic of novel coronavirus infection (COVID-19) has affected countries in many ways. In Japan, the energy consumption 
of each building, both residential and non-residential, is expected to change due to shorter working hours and telecommuting 
recommendations to combat infectious diseases, as well as reduced operating hours and voluntary restraint in commercial facilities. 
This report presents the results of a survey and analysis of changes in energy consumption in residential and office buildings in Japan. 
 
［研究開発の目的及び経過］ 

世界的な新型コロナウイルス感染症(COVID-19)の流行

は、各国に様々な影響を与えている。IEA の報告 1)は、

2020年の全世界におけるエネルギー需要に対する COVID-

19の影響は、2008年の金融危機の影響よりも 7倍以上大

きくなると予想している。また都市規模のエネルギー需

要に対しては、カリフォルニアなどのいくつかの都市で、

工場やオフィスビルの操業停止によって電力消費量が

15%削減されている 2)。日本国内においても、感染症対策

のための勤務時間の短縮や在宅勤務の推奨、また商業施

設の営業時間縮小や自粛などによって住宅、非住宅建築

物の両方で各建物のエネルギー消費量は変化していると

考えられる。こうした各建物のエネルギー消費量の増減

を都市規模で集計することで、日本の都市の COVID-19に

よるエネルギー消費への影響を、ロックダウンが実施さ

れている海外の地域と比較することができる。 

また、感染症対策のために勤務時間短縮や在宅勤務が

実施されている現在の状況は、働き方改革が普及した将

来の状況を先取りしていると考えることもできる。現在

の住宅やオフィスビルのエネルギー消費量の時系列デー

タを調査しておくことで、これらの建築物の将来のエネ

ルギー需要が予測できる。 

さらに、現在の各建築物や都市の時系列エネルギー消

費量を把握することで、災害時に経済活動を縮小させた

場合の、最低限必要なエネルギー供給量を推定すること

ができ、近年多発している自然災害への BCP 対策やレジ

リエンス向上に資すると考えられる。 

そこで本課題では、新型コロナウイルス流行による地

域規模での民生エネルギー消費への影響の定量把握を目

的とした。在宅勤務の普及拡大などによる、民生部門の

エネルギー消費量への影響について、ミクロ的な建物規

模での視点とマクロ的な地域規模での視点から分析し、

各変化量を定量的に調査した。また、研究成果の国土交

通白書などへの基礎情報としての活用や、自然災害に対

する各建物の BCP 対策や都市のレジリエンス性能の向上

政策を検討するための技術資料としての提供を図る。 

 

［研究開発の内容］ 

（１）ミクロ調査分析 

住宅建築物のエネルギー消費量や CO2排出量について

は、令和 2 年度は中間期、夏季を対象とした Web アンケ

ート調査を行った。調査対象は 2020年 4月 7日において

緊急事態宣言の最初の対象となった埼玉、千葉、東京、

神奈川、大阪、兵庫、福岡の 7 都府県に在住している約

1,000 世帯とした。対象世帯における 2019 年と 2020 年

における住まいの様子ならびに空調やお湯の使い方、家

電製品の使用状況のデータを収集した。収集したデータ

の分析から、対象の 27%の世帯で月電力消費量が 10%以上

増加しており、さらに増加世帯の 47%(調査全体の 13%)の

世帯が増加理由に思い当たりがない、もしくは増加に気

づいていないことを確認した(図 1)。また、8月の月電力
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図 1 中間期・夏期を対象とした住宅 Web アンケート

調査回答世帯における月別電力消費量増加の該当率 
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消費量が増加した世帯を抽出したグループは増加してい

ない世帯を抽出したグループと比べて、1 日におけるリ

ビングや寝室の冷房使用時間の 2019年からの平均増加時

間が約 1時間大きいことを確認した(図 2)。 

令和 3年度は全国 1300世帯への冬期 Webアンケート調

査を行った。対象世帯における 2020 年と 2021 年の 1,2

月における住まいの様子ならびに電力とガスの月別消費

量、空調やお湯の使い方、家電製品の使用状況のデータ

を収集した。分析から、サンプルの約 4 割で月電力消費

量が 10%以上増加しており(図 3(a))、サンプルの約 3 割

で月ガス消費量が 10%以上増加していることを確認した

(図 3(b))。また、1 月の月電力消費量が増加した世帯は

増加していない世帯と比べて、1 日におけるリビングの

暖房の増加時間が平均で 1 時間以上多いことを確認した。 

（2）マクロ調査分析 

地域規模での民生エネルギー消費量や CO2排出量に関

するデータを収集した。中部地方における電力会社への

ヒアリングから、2020 年の緊急事態宣言期間においては、

産業分野の活動縮小により電力消費量全体としては例年

よりも減少している一方で、住宅および事務所ビルの両

方で電力消費量は減少していなかったことを確認した。

また関東地方における電力会社の電力消費量公開データ

から、関東大都市圏においても 2020年緊急事態宣言期間

の電力消費量全体としては例年よりも減少していること

を確認した。また経産省資料から 2020年度の国内におけ

る一次エネルギー消費量は 2019 年度から約 7%減少して

おり、部門別に見ると家庭部門が約 5%増の一方で、企

業・事業所他が約 8%減（うち製造業は約 10%減）、運

輸も人約 10%減少していることを確認した。またエネル

ギー消費による CO2排出量は 2019年から約 6%減少して

いることを確認した。また地方別に電力供給量を分析し

た結果、関東地方は約 3%(うち東京は約 20%)、中部地方

は約 8%減少している一方で、北海道や東北地方は約 2%
増加していることを確認した。 

 

［研究開発の結果］ 

 研究結果のアウトプットとして、学会への論文投稿 3)

や関連雑誌への寄稿 4)の他に、国土交通省総合政策局政

策課（国土交通白書班）の 2022年国土交通白書第Ⅰ部に

関して、エネルギー消費量の住宅内での見える化やエネ

ルギー消費の面から望ましい在宅勤務の住まい方などに

関する情報提供を行った。また所内で開催された専門誌

記者懇談会にて研究成果を発表し、発表内容が複数の新

聞に掲載された。 
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図 2 2020 年冷房使用時間の 2019 年からの平均増

 

(a) 電力 

(b) ガス 
図 3 冬期を対象とした住宅 Web アンケート調査回答

世帯における 1 月の電力・ガス消費量増加の該当率 
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